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当社に関する外資規制
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✓ 国の安全上の問題等を未然に防ぐ観点から、NTT法（日本電信電話株式会社等に関す
る法律）において、以下が規定

■議決権割合の制限（NTT法6条）

➢外国人等の議決権保有を3分の1未満に制限

■役員就任の禁止（NTT法10条）

➢日本国籍を有しない人による当社およびNTT東西の役員への就任の禁止

➢当社の役員選任及び解任は総務大臣の認可事項
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外資規制の具体的内容（議決権割合の制限）
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◼ 外国人等の議決権割合（NTT法6条）

✓ 外国人等の議決権割合（直接保有・間接保有※）が当社株式全体の3分の1以上となるときは、
株主名簿に記載してはならないとされている。 ※間接保有に関しては次頁を参照

✓ ただし、これまで外国人等の議決権割合が3分の1以上となった事象は発生していない。

◆ 外国人等の議決権割合の推移（第一回会合資料より抜粋）



Copyright 2020 NIPPON TELEGRAPH AND TELEPHONE CORPORATION

外資規制の具体的内容（議決権割合の制限）
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◼ 外国人等による間接保有

✓ 外国人等の議決権割合は、外国人等が直接保有する当社株式分に、当社の10分の1以上の議決
権を有する日本法人・団体を通じて外国人等が間接保有する当社株式分を合計して算出

✓ 間接保有による議決権割合は、以下の①及び②を乗じて算出（NTT法6条・NTT法施行規則5条）

①当社の10分の1以上の議決権を有する日本法人・団体による当社に対する議決権割合

②上記①の日本法人・団体の10分の1以上の議決権を有する外国人等による当該法人・団体
に対する議決権割合の合計

✓ 現状において、当社の1/10以上の議決権を有する者は財務大臣のみ（2021年3月時点）

◆当社の大株主の状況（2021年3月時点）

氏名または名称
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合

（％）

財務大臣 1,260,902 34.81

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行株式会社（信託口） 211,111 5.83

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 158,769 4.38

トヨタ自動車株式会社 80,775 2.23

株式会社日本カストディ銀行（信託口7） 38,008 1.05

◆間接保有分の算出イメージ

当 社

日本法人A

外国法人x 外国法人y 外国法人z

下記ケースでは、「A×(x+y)％」で算出

x%(≧10%) y%(≧10%) z%(＜10%)

A%(≧10%)
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外資規制の担保措置（名義書換拒否制度）
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◼ 名義書換拒否制度

✓ 外国人等の議決権割合が3分の1以上となる場合は、「名義書換拒否」を実施（NTT法6条）

✓ 上記を実施しなかった場合、当社職員又は株主名簿管理人に対し50万円以下の罰金（NTT法24条）

✓ 当社では、これまで「名義書換拒否」を行った実績はないが、当該事象が発生した場合には、法令に定
める手順（NTT法施行規則5条、下記参照）に従い、適切に実施する考え。

◆名義書換拒否の手順（第一回会合資料より抜粋、一部加工）

NTTによる判定（外国人等議決権が3分の1以上の場合）
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参考：外国人等の議決権割合の公告
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◼ 外国人等の議決権割合の公告（NTT法６条）

✓ 外国人等投資家を保護する観点から、基準日※から14 日前までに、外国人等の議決権割合を公告
する義務が課されている

※株主名簿に記載され、又は記録されている株主をその権利を行使することができる者と会社が定める日

✓ 当社では、基準日（9月末・3月末）の14日前までに電子公告を実施しているが、より直近の情報を
開示することで公告の実効性を高めるために、6月末・12月末の総株主通知を自主的に取得し、これ
らに基づく公告を実施

◆当社の公告の実例（第一回会合資料より抜粋）

外国人等議決権割合２５．２２％

保有比率の内訳（参考）

議決権を有する株式数＝発行済み株式総数
— 自己株式数
— 単元未満株式数

９２５，０５４，３００

外国人等保有株式数（議決権のあるもの）

３，６６７，８３１，４００

３，９００，７８８，９４０

２８８，３４９，６００

４，６０６，７４０

— 相互保有株式株数
— その他議決権を有しない株式数

１，２００

０

外国人等議決権割合
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外資規制に関する当社の考え
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✓ 当社としては、今後も法令に基づき外資規制を遵守していく考え

✓ 一方で、規制を遵守していくためには、実務的に対応可能であることが必要

✓ 外国人等による直接保有分については、「社債、株式等の振替に関する法律」に基づき、
証券保管振替機構からの通知により正確に把握できるのに対し、間接保有分については、
当社の10分の1以上の議決権を保有する日本法人・団体に対し、当社が当該法人・
団体の株主に関する情報の提供を個別に依頼することになるが、現状、その情報の正
確性は、当該法人・団体の対応に委ねられている。

✓ 情報の正確性を担保するため、例えば、当該法人・団体に対して外国人等による当該
法人・団体に対する議決権割合について、報告義務を課すことが考えられる。

✓ 上記のような義務を課すことができない場合や、上記の報告義務にも関わらず、当該法
人・団体から提供された情報に誤謬があった場合において、それらの事情により、適切な
名義書換拒否が行えなかったときは、当社の責任が問われないようにしていただきたい。


